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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
レーザー受光部と、当該受光部に対向配置され、スケールの移動又は回転に伴い当該受光
部表面に対して平行に移動する回折格子とを有し、
別途設けたレーザー発振器から前記回折格子への単一の入射光を、当該回折格子を介して
前記受光部に出射する反射型エンコーダであって、
前記受光部及びレーザー発振器と、回折格子と、の間及び前記入射光の光路上に複数の回
折格子を有する干渉光学系を設けた反射型エンコーダ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スケールの移動に伴い、当該スケールからの反射光を受光部が受けてスケー
ルの変位を測定する反射型エンコーダに関する。
【０００２】
　現在、産業用ロボット等に搭載されているステッピングモータには、その回転角度等を
高精度に測定する高分解能な光エンコーダが用いられている。これらのエンコーダはその
構造から、スケールにスリット等を設けて出射光を変化させ、当該スケールを挟んで配置
した受光部に入射する出射光の変化によってスケールの変位を測定する透過型エンコーダ
と、前記スケールに設けたミラーからの反射光を出射光と同じ側に設けて受光部に入射さ
せ、当該測定を行う反射型エンコーダとに分けられる。これらのうち、先に述べた産業用
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ロボットの分野ではマニピュレータ部分等、小型化が要求される箇所に反射型エンコーダ
が多く用いられており、代表的な小型、高分解能の構造として特開平０５－２１５５１５
（以下特許文献１として記載）及び特許４００８８９３（以下特許文献２として記載）が
それぞれ出願後、公開及び登録されている。
【０００３】
　これら２件のうち、特許文献１記載のエンコーダはスケールとして反射型回折格子を用
いており、出射光用光源として使用する半導体レーザーを横配置としたことをその技術的
特徴としている。この為、特許文献１記載のエンコーダでは半導体レーザーの両端から出
る出射光用いて複数のスケールを同時に測定することが可能となっている。また、特許文
献２記載のエンコーダでは同様の基本構造を用いた上で、前記出射光の光強度分布が一定
値となるように半導体レーザーを配置し、スケールの移動に対して高精度の回折光を得る
ことを可能にしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平０５－２１５５１５
【特許文献２】特許４００８８９３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した従来の発明は、それぞれ独自の技術的特徴及びそれによる効果を有している反
面、１つの出射光によって移動量と移動方向とを検出することができず、当該検出にはス
ケールに用いる反射型回折格子を２列構成としなければならない。この為、上記構造をロ
ータリーエンコーダとして使用する際には、その内外周差から、ピッチ間隔が狭い内周側
コードホイールのピッチによって分解能の上限が規定されてしまうという課題を有してい
た。
【０００６】
　加えて、特許文献１及び２記載の反射型エンコーダでは、シリコン単結晶基板等を使用
しており、半導体レーザーからの出射光を反射する反射部を形成する手段として、異方性
エッチングによる加工が多く用いられる。この為、特許文献１及び２記載の反射型エンコ
ーダの多くは結晶方位によって規定される角度から前記反射部の反射角が決定される構造
となっている。これに伴い、当該反射型エンコーダの多くはスケールに用いる反射型回折
格子のピッチが当該反射角に対応したピッチに限定されると共に、検出部―移動側回折格
子間の距離もまた当該角度によって決定され、結果として設計の自由度低下という課題が
発生してしまう。また、前記反射型エンコーダでは、当該距離の変化によって回折格子の
移動を検出するための干渉もまた変化してしまう為、実際の使用に際して当該距離の変動
に弱い構造となり、計測時に於ける信頼性が低下するという課題も有している。更に、上
述した構造の為、当該エンコーダを取り付ける対象は、測定する部分のガタツキが無く、
高精度なものに限定される。加えて、上記従来の反射型エンコーダを実際に動作させるた
めには複雑な配線・三次元構造としなければならず、作製には極めて高度な技術が必要に
なると共に、前記マニピュレータ部分等の用途に対応した小型化が難しくなってしまう。
【０００７】
　上記課題に対して本願記載の発明では、１つの出射光によって移動量と移動方向との双
方を検出可能で、簡単な構造により信頼性が高く小型化が容易な反射型エンコーダの提供
を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的のために本発明に於ける第１の態様記載の発明は、レーザー受光部と、当該受
光部に対向配置され、スケールの移動又は回転に伴い当該受光部表面に対して平行に移動
する回折格子とを有し、別途設けたレーザー発振器から前記回折格子への入射光を、当該
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回折格子を介して前記受光部に出射する反射型エンコーダに於いて、前記受光部－回折格
子間に干渉光学系を設けたことを特徴としている。より具体的には、前記干渉光学系によ
ってスケール側に設けた反射型回折格子が反射する２つの回折光間に位相差を与え、当該
回折光と出射光とを干渉させることを可能にする構成としたことをその技術的特徴として
いる。
【０００９】
　また、本発明に於ける第２の態様記載の発明は、前記干渉光学系に複数の回折格子を有
する部材を用いたことをその技術的特徴としている。
【発明の効果】
【００１０】
　上述した技術的特徴によって本願記載の発明は、１つの出射光による移動量と移動方向
の双方を検出すると共に、簡単な構造により小型化が容易となる反射型エンコーダを提供
することができる。これは、本願記載の反射型エンコーダが受光部－回折格子間に干渉光
学系を設けたことによる効果となっている。即ち、本願記載の反射型エンコーダは当該干
渉光学系を用いることによって、前記反射型回折格子から反射される２つの回折光に位相
差を与える構成とすることを可能にしている。この為、本願記載の反射型エンコーダでは
前記反射型回折格子によって回折された２つの回折光に位相差を与え、当該位相差を加え
た２つの回折光と光源からの出射光とを干渉させることで、１つの出射光から移動量と移
動方向の双方を検出することができる。
【００１１】
　より具体的には、本願記載の反射型エンコーダは、受光部－回折格子間に干渉光学系を
設けることで、前記反射型回折格子によって回折された２つの回折光に位相差を与え、当
該各回折光と光源からの出射光とを干渉させて、単一の光源及び反射型回折格子から移動
量と移動方向の双方を検出する構成としている。この為、前記反射型回折格子への入射光
について、前記出射光をレンズで平行光とした後に前記反射型回折格子に対して垂直な方
向に入射させることにより、前記回折格子ピッチの限定に起因する距離の制限を無くし、
前記反射型回折格子からの回折光が受光部の受光範囲に入射することを動作の条件とする
、より広い自由度での設計と共に本願記載の反射型エンコーダを機能させることが可能と
なる。
【００１２】
　また、上記構成とすることによって、本願記載の反射型エンコーダは前記反射型回折格
子への入射光を１本のみとすることが可能となり、前記スケール側に設ける反射型回折格
子についてもまた、１列のみの構成とすることができる。この為、当該構成によって上記
従来の反射型エンコーダの構造を簡略化すると共に、搭載するモータ及び各種アクチュエ
ータに合わせて容易に小型化することができる。加えて、前記反射型回折格子への入射光
を１本のみとすることによって、本願記載の反射型エンコーダでは回折格子に対する入射
光の入射方向を垂直にする事ができる。この為、本願記載の反射型エンコーダを用いるこ
とで、前述した反射部を異方性エッチングによって形成した際に生じる信頼性の低下とい
う課題を解決することが可能となっている。
【００１３】
　また、本発明第２の態様を用いることで、前記干渉光学系とは別に前記位相差を加えた
回折光と光源からの出射光との干渉を高い精度と少ない部品点数によって構成することが
できる。
【００１４】
　以上述べたように、本願請求項記載の構造を用いることによって、１つの出射光によっ
て移動量と移動方向との双方を検出可能で、簡単な構造により信頼性が高く小型化が容易
な反射型エンコーダを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施形態に於いて用いる反射型エンコーダの透過斜視図
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【図２】図１に於いて示した反射型エンコーダの光路を示す説明図
【図３】図１に於いて示した反射型エンコーダの基本光路を示す説明図
【図４】図１に於いて示した反射型エンコーダのモニタ信号に関わる光路を示す説明図
【図５】図１に於いて示した反射型エンコーダのＺ信号に関わる光路を示す説明図
【図６】図１に於いて示した反射型エンコーダの基本原理を示す説明用側面図
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、図１、図２、図３、図４、図５及び図６を用いて、本発明に於ける最良の実施
形態を示す。尚、図中の記号及び部品番号について、同じ部品として機能するものには共
通の記号又は番号を付与している。
【００１７】
　図１に本実施形態に於いて用いる反射型エンコーダの透過斜視図を、図２－図５に同反
射型エンコーダの全体及び各光路を示す説明図を、そして図６に当該反射型エンコーダの
基本原理を示す説明用側面図を、それぞれ示す。尚、各素子の回路、ロータとして機能す
るスケール９、エンコーダ全体の支持構造及び、スケール上に設けた反射型回折格子４の
全体については、図中での記載を省略している。
【００１８】
　図１及び図２及び図３から解るように、本実施形態ではサブマウント８上に配置した半
導体レーザー１及び４個の受光部７ａ－７ｄと、ロータとして機能する円板形状のスケー
ル９上に設けた反射型回折格子４及び反射体６ａとの間に、レンズ２、透過型回折格子３
ａ－ｃ、位相シフタ５、反射体６ｂ、６ｃを有する干渉光学系１０を設けた構造となって
いる。尚、反射型回折格子４は円環状に形成されており、図中ではその一部のみを記載し
ている。
【００１９】
　図２及び図３、図６から解るように、本実施形態では半導体レーザー１から出射した出
射光をレンズ２で平行光とし、透過型回折格子３ａを介した３本の一次回折光のうち中心
の一次回折光がスケール９の反射型回折格子４及び反射体６ａに入射させる構成となって
いる。尚、図２、図３及び図６から解るように、透過型回折格子３ａを透過した図２中左
側の一次回折光はその一部が反射体６ｂによって反射され、受光部７ｃに入射することで
モニター信号としての機能を付与されると共に、反射されなかった部分についても反射体
６ｃによって反射され、透過型回折格子３ａに入射する構成となっている。また、図６中
右側の一次回折光については反射体６ｄによって反射され、前記左側と同様に透過型回折
格子３ａに入射する。
【００２０】
　続いて図２、図３及び図６に示すスケール９の反射型回折格子４から他の受光部への光
路について、本実施形態では反射型回折格子４から反射された２本の二次回折光のうち、
一方は位相シフタ５によって９０度位相をずらされた後、透過型回折格子３ｂを介して再
度透過型回折格子３ａに入射し、前記反射体６ｃによって反射された一次回折光と干渉し
て受光部７ａに入射する。当該２本の二次回折光のうち、もう一方は透過型回折格子３ｃ
を介して再度透過型回折格子３ａに入射し、前記反射体６ｄによって反射された一次回折
光と干渉して受光部７ｂに入射する為、受光部７ａと７ｂの出力からスケール９の回転量
と回転方向とを得ることができる。
【００２１】
　この様な構造を用いたことで本実施形態記載の反射型エンコーダは、１つの出射光によ
って移動量と移動方向との双方を検出可能で、簡単な構造により信頼性が高く容易に小型
化することが可能となった。即ち、本実施形態ではスケール９に入射するレーザーは１本
のみとなっている。この為、当該スケール９に設ける反射型回折格子４は１列のみの構成
となり、先に述べた分解能の上限といった制限を課せられる事無く、スケール９の変位を
測定することができた。
【００２２】
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　加えて、図２、図４及び図５から解るように、本実施形態ではスケール９及び干渉光学
系１０について、それぞれ入射光の一部のみを反射する反射体６ａ及び６ｂを設けている
。これに伴い、反射体６ｂによって反射された一次回折光は受光部７ｃに、反射体６ａに
よって反射された一次回折光は受光部７ｄに、それぞれ入射する構造となる。ここで、反
射体６ｂからの信号は半導体レーザー１の動作中、受光部７ｃへと出力され、反射体６ａ
からの信号はスケール９が１回転する毎に受光部７ｄへ出力される。この為、本実施形態
では前記変位の測定という機能を保ったまま、受光部７ｃから得られるモニター信号によ
る動作状況の確認と、受光部７ｄから得られるＺ信号の検出による回転回数のカウントと
を行うことが可能となった。
【００２３】
　また、本実施形態では全ての光学要素を基板上に構成しており、干渉光学系もまた、各
光学要素を構成する基板１１を用いて側壁を兼ねたスペーサ１２上に構築されている。こ
れらの要素の配置は原則的に二次元的な位置調整だけで光学系の調心を行うことができる
為、光学系の構築を容易に行うことが可能となる。加えて、本実施形態では発光素子とな
る半導体レーザー１及び受光部７ａ－７ｄを全て同じ層に配置した構造となっている。こ
の為、本実施形態に於いて、電気的な配線は三次元的な取り回しを必要とせず、それに伴
う複雑な構成もまた必要としない為、光学系のみならず、回路系も含めて簡単な構造とす
ることができた。
【００２４】
　加えて、図６から解るように、本実施形態では発光素子である半導体レーザー１から出
射したレーザーは、レンズ２で平行光とされた後、反射型回折格子４に対して垂直な方向
に入射する。この為、本実施形態記載のエンコーダでは検出部（受光部７ａ－７ｄ）－移
動側回折格子（反射型回折格子４）間の距離について制限が無く、回折光が受光部７ａ－
７ｄの受光範囲面に入射することを動作の条件とする、より広い自由度での設計と共に本
実施形態記載の反射型エンコーダを機能させることが可能となる。
【００２５】
　以上述べたように、本願実施形態記載の構造を用いることによって、１つの出射光によ
って移動量と移動方向との双方を検出可能で、簡単な構造により信頼性が高く小型化が容
易な反射型エンコーダを提供することができた。
【符号の説明】
【００２６】
　１　　　　　　　　　　　半導体レーザー
　２　　　　　　　　　　　レンズ
　３ａ、３ｂ、３ｃ　　　　透過型回折格子
　４　　　　　　　　　　　反射型回折格子
　５　　　　　　　　　　　位相シフタ
　６ａ、６ｂ、６ｃ、６ｄ　反射体
　７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ　受光部
　８　　　　　　　　　　　サブマウント
　９　　　　　　　　　　　スケール
１０　　　　　　　　　　　干渉光学系
１１　　　　　　　　　　　基板
１２　　　　　　　　　　　スペーサ
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